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当社取締役会の実効性評価に関する評価結果の概要について 

当社は、コーポレートガバナンスの充実を経営上の重要課題と捉え、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向け

た、経営の健全性ならびに透明性を高め資本効率の高い経営を推進することを目的に定めた「キューブシステムグルー

プ コーポレートガバナンス基本方針（※）」に基づき、事業年度ごとに取締役会の実効性に関する分析・評価を行っ

ております。この度、2023年度における取締役会の実効性評価を実施いたしましたので、その結果の概要を下記のとお

りお知らせいたします。 

※キューブシステムグループ コーポレートガバナンス基本方針はこちらからご参照ください。

記 

１．評価のプロセス 

当社では、取締役会の任意の諮問機関であるサステナビリティ・ガバナンス委員会において実効性評価の方法につ

いて検討を行い、評価の独立性や客観性の観点から 3年に一度は外部機関による評価を行うこととしています。この

方針に基づき、今年度は第三者機関による実効性評価を実施いたしました。サステナビリティ・ガバナンス委員会

は第三者機関からの評価結果および分析内容の報告を受け、更なる実効性の向上に向けた施策について検討を行い、

これを取締役会に提言いたしました。 

取締役会は、サステナビリティ・ガバナンス委員会からの提言を受け、ガバナンスに対する課題を共有し、取締役

会の実効性を高めるために必要な改善策について十分な議論を行いました。 

２．評価の方法 

2023 年度に開催された取締役会を対象に 2024 年 3 月から 5 月にかけて、すべての取締役及び監査役に対し、第三

者機関の専門的知見を活かしたアンケート調査およびアンケート結果を踏まえた個別インタビューを実施しました。

また、第三者からの評価結果に基づき、サステナビリティ・ガバナンス委員会が分析評価を行い、その結果および

更なる実効性の向上に向けた施策について当社取締役会で報告しております。 

＜アンケート項目＞ 

(1) 取締役会の構成と運営

(2) 経営戦略と事業戦略

(3) 企業倫理とリスク管理

(4) 業績モニタリングと経営陣の評価・報酬

(5) 株主等との対話

https://cubehp-contents.s3.ap-northeast-1.amazonaws.com/wp-content/uploads/2023/06/23174557/4715c3de541cdc40659bf16cad9a3627.pdf


＜インタビュー項目＞ 

(1) 中長期経営ビジョンへの認識・評価 

(2) ビジョン実現に向けた役割と現状に関するご意見 

(3) アンケート高評価項目を踏まえた強みの認識、運営面での工夫 

(4) アンケート低評価項目を踏まえた課題の認識、乖離項目を踏まえた社内役員・社外役員のギャップ認識 

(5) 社内・社外属性間の確認・それぞれに期待する事項 

その他、ガバナンス全般に関する自由な意見を求めました。 

 

３．評価結果 

前述の評価プロセスにより、当社取締役会の実効性は、現状の取締役会の役割・あり方に対して高いレベルで確保

されていると評価しました。特に、事業内容を踏まえたバランスのとれた取締役会の構成のもと、取締役会におい

て発言しやすい雰囲気が醸成され、社外役員との間で自由闊達な議論が行われていること、また、経営陣の評価・

報酬にかかる透明性が確保されていることが「強み」であると評価されました。 

 

４．2023 年度改善策の実施状況 

2023年度は、事業戦略、事業計画に関する審議および事業ポートフォリオの最適化、人材戦略を含む経営資源の適

切な配分についての審議が不十分であることから、今年度開始する第 2次中期経営計画の立案に当たって、適切なタ

イミングで取締役会において審議を行っていただけるよう、スケジュール化を行い、取締役会は独立した客観的立

場から、戦略の方向性について議論・検討を行うことを決定いたしました。 

実績としましては、社長執行役員が第 2 次中期経営計画の策定を進めながらポイントとなるタイミングで、取締役

会やサステナビリティ・ガバナンス委員会にてその状況を報告し、審議を行いました。 

＜第２次中期経営計画に関する審議回数＞ 

 サステナビリティ・ガバナンス委員会 ５回 

 取締役会 ５回 

 

５．実効性向上に向けた今後の取組み 

取締役会は、今年度開始する中期経営ビジョン V2026 の第 2 次中期経営計画の推進において、その監督機能の強

化を図るため、事業戦略や人材戦略等の方向性や課題について担当執行役員から戦略や計画の説明を受け、方向

性や課題の理解を深めるとともに、課題に対する助言を行うようにします。また、期中にその進捗状況を確認す

る機会を設け、達成状況の確認を通じて次年度以降の執行状況の監督、戦略の議論に活かしてまいります。 

 

以 上 


